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（社) 日本技術士会　登録　食品産業関連技術懇話会

食品の調理や加工工程よって生成し、健康に
悪影響を与えると懸念される化学物質として、
ベンゾピレンなどの多環芳香族炭化水素、アク
リルアミド、クロロプロパノール、トランス脂
肪酸、フラン、ニトロソ化合物及び過酸化脂質
などが知られている１）。ここでは、リスク評価・
リスク管理と低減対策が進行しているクロロプ
ロパノール類に着目する。

クロロプロパノール類（以下ＣＰと記す）は、
1970年代に、植物たん白加水分解物（以下ＨＶ
Ｐと記す）を製造する時に副生することが報告
され１）、広範囲な実態調査と低減法の確立及び
安全性の評価、基準値の設定などが行われた。
これらの経緯について述べる。

１．各種の食品から検出されたＣＰとは

ＣＰは、アルコールの一種であるプロパノ
ールに塩素が結合した物質の総称で、食品に
含有されている主なＣＰは3-クロロプロパン
-1,2-ジオール(3-MCPD) と1,3-ジクロロ-2-プロパ
ノール(1,3-DCP)の２種類である。これらの広

技術士　農学博士　石 田 賢 吾

食品の加工・調理中に生成する
クロロプロパノールのリスクとその低減

範な分析調査によって、ＨＶＰ利用食品をは
じめチーズやパンなどの乳製品や穀物加工食
品、肉や魚の加工食品からも検出された２）。そ
の後、3-MCPDが脂肪酸とエステル結合した、
3-MCPD脂肪酸エステルも検出されている３）。

２．食品中に含まれるＣＰの量

2004年に農林水産省が行った日本の醤油類に
おける3-MCPD及び1,3-DCPの含量は表１に示
す通りであった２）。本醸造方式の醤油は「アミ
ノ酸液」や「酵素分解調味液」、「発酵分解調味
液」を使用しないもの、混合醸造方式は、これ
らを醤油諸味に対して80％（全窒素基準）以下
添加し、概ね１ケ年以上発酵・熟成させたもの
で、混合方式は、これらを80％以下混合したも
のである４）。

2004年と2005年に農林水産省が行ったアミノ
酸液についてのCPの分析結果を表２に示す２）。
表で自製アミノ酸液とは、自社で醤油添加用に
製造したものである。1,3-DCPは、3-MCPDに伴
って生成するが、その生成量は少ない。

醤油の種類 分析対象物 分析点数
（検出数）

最小値
（mg/kg）

最大値
（mg/kg）

平均値
（mg/kg）

本醸造方式 3-MCPD 104 (11) ＜0.004 0.008 0.003

混合醸造・
又は混合方式

3-MCPD 120(119)    0.004 7.8 0.21
1,3-DCP 40   (7) ＜0.004 0.022 0.003

表１　醤油の3-MCPD及び1,3-DCPの含量（定量限界：0.004mg/kg）
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世界（EU）における3-MCPDの実態調査の
結果が、2006年のCodex委員会の食品添加物・
汚染物質部会の討議資料に掲載されている。そ
の結果の一部を表３に示す２）。これによると、
一般的にアミノ酸液が使用される即席麺スープ
や醤油、醤油製品には、含量の高いものがみら
れる。同時に、一般的にアミノ酸液を含まない
食品からも、含有量は低いが検出されている。

３．ＣＰの推定摂取量と健康影響評価

3-MCPDのマーケットバスケット方式による
トータルダイエットスタディによる、推定一日
摂取量は、日本では、0.040 ～ 0.094μg/kg体重
/日（平均）２）、JECFA（FAO/WHO合同食品
添加物専門家会議）では、0.02 ～ 0.7μg/kg体
重/日（平均）の数値が出されている２）。

JECFAによる3-MCPDの健康影響評価では、
腎臓への悪影響（腎臓尿細管の過形成）があ

表２　アミノ酸液の3-MCPDと1,3-DCPの分析値（mg/kg）

アミノ酸液種類 分析対象 調査点数 最小値 中央値 最大値 平均値

販売用アミノ酸液 3-MCPD 148    0.004    0.049   0.14 0.047
自製アミノ酸液 3-MCPD    9    0.10    2.7 44 8.4
自製アミノ酸液 3-MCPD 40    0.019    3.6 33 6.1

1,3-DCP 40 ＜0.004 ＜0.004   0.070 0.005

分　類 食　品 分析点数
（検出数）

最小値
（mg/kg）

最大値
（mg/kg）

一般的にアミ
ノ酸液が使用
される食品

即席麺（スープ除く） 157  (52) 0.11  300
即席麺スープ 185 (143) 0.01     5.3
スープ 87 (47) 0.002     0.20
醤油、醤油製品 3368(1169) 0.001 1779

一般的にアミ
ノ酸液が使用
されない食品

チーズ 123  (12) 0.02     0.1
パン、ロールパン 975 (533) 0.001     0.57
クラッカー 169 (115) 0.01     0.26
焼いた穀類加工品 59  (40) 0.011     0.11
ドーナツ、スコーン、マフィン 98  (44) 0.01     0.11
ケーキ、クッキー、パイ 107  (33) 0.003     0.21
ビスケット 460 (196) 0.01     0.28
生肉 106  (19) 0.006     1.9
加工肉 130  (47) 0.003     0.10
畜肉燻製 34  (30) 0.009     0.13
サラミ 27  (16) 0.011   29
挽肉 176  (72) 0.003     1.8
栄養補助食品、ベビーフード 33  (14) 0.01     0.41
コーヒー、茶類 58  (27) 0.01     0.38
ビール、麦芽飲料 104   (8) 0.003     0.02
調理食品 134  (57) 0.004     0.11

表３　3-MCPDのEUの食品に含まれる含量
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るが、発がん性（悪性腫瘍形成の有意な増加）
は認められていない。そして、腎への影響を
指標とした3-MCPDの暫定最大一日耐容量を、
2μg/kg/体重/日に設定した。そして、一般の
人々における食品からの3-MCPDの摂取量は、
0.02 ～ 0.7μg/kg/体重/日であり、各国の一般
の推定暴露量は暫定最大一日耐容量の1 ～ 35%
であるとした２）、３）。

一方、1,3-DCPは、ラットによる評価では、
肝毒性、腎毒性に加えて、複数の臓器におい
て発がん性（悪性腫瘍形成の有意な増加）が
認められ、遺伝毒性試験でも陽性と判断され
た。JECFAでは、1,3-DCPの発がん（がん動物
試験）の用量反応モデルから各器官における腫
瘍対照群と比較して10％増加するベンチマーク
用量信頼下限値（ＢＭＤL１０）を計算し、その

中で最も小さい値である3.3mg/kg体重/日を用
いて推定摂取量から暴露マージン（ＭＯＥ）を
算出している。高摂取群における推定摂取量

（0.136μg/kg/体重/日）を基に計算した暴露マ
ージンでも24,000と十分大きいことから、ヒト
の健康への懸念は低いと結論付けている。また、
国際癌研究機関では、ヒトにおける発がん性の
評価は実施されていない２）、３）。

これらの推定摂取量を表４に健康への影響の
概略をまとめて表５に示す２）、３）。

４．ＣＰの食品における基準値

Codex委員会では、2008年ＨＶＰを含む液体
調味料の基準値を、3-MCPDについて最大値を
0.4mg/kgとし、その他の諸国では、表６に示す
公的又は自主的な基準値が設定されている２）。

表４　ＣＰ類の推定一日摂取量

国名等 3-MCPD（μg/kg体重/日） 1,3-DCP（μg/kg体重/日）

日本（農林水産省2008） 0.04　－　0.094（平均） 0.023　－　0.031（平均）

ＪＥＣＦＡ（2006） 0.02　－　0.7    （平均） 0.051（平均）,0.136（高摂取）

種類 耐容摂取量 摂取量の割合 ＢＭＤ L１０ ＭＯＥ

3-MCPD 2 μ g/kg 体重 / 日 1 ～ 35%（JECFA）

1,3-DCP 遺伝毒性 3.3mg/k 体重 / 日 65,000 ～ 24,000

表５　ＣＰ類の健康への影響（JECFA 2006）

注）ＭＯＥ（Margin of exposure）＝ＢＭＤL１０／推定一日摂取量、JECFAの推定量採用

3-MCPDの基準値 1,3-DCPの基準値
酸-HVP しょうゆ その他 酸-HVP しょうゆ

オーストラリア及び
ニュージーランド

0.2（40％乾物
ベース）

0.2（40％乾物
ベース）

0.005（40%
乾物ベース）

カナダ（暫定基準） 1.0 1.0

ＥＵ 0.02 0.02

アメリカ（業界自主基準） 1（乾物ベース） 1（液体ベース） 0.05

タイ 1

台湾 0.4

表６　諸外国のクロロプロパノール類に基準値（mg/kg）
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「日本では、基準値は設定されていないが、
農林水産省が、HVPを製造する場合には、後
述の3-MCPD低減のためのコーデックスの実施
規範に準じて製造するよう指導している。」

５．ＣＰの生成経路

ＣＰが食品中で生成する原因は表７のように

３通りが考えられている。第１が、たん白質の
塩酸による加水分解の工程において原料の脂質
と塩素との反応による生成、第２番目が、食品
の高温調理中に、食塩と食材に含まれる脂質と
の反応による生成、３番目は、耐水性の容器・
包装の原料に用いられことがあるエピクロルヒ
ドリンの加水分解によって生成し食品に移行す

表７　クロロプロパノール類の生成経路

№ 分　類 内容の説明
１ たん白の塩酸分解 植物原料に含まれる油脂と塩酸が高温下で反応して生成する
２ 油脂を含む食品と

食塩の加熱
食品に含まれる脂質と塩化ナトリウムが、加熱工程で反応し生成、低水
分下ではグリセリン、高水分下ではリン脂質と反応する

高温処理油脂によ
る食品加工

精製植物油、水素添加植物油を用いた食品の製造（フライ等）の工程で
3-MCPDのエステル体が生成し、エステル体がリパーゼにより分解され
て、3-MCPDが生成する

３ 包装資材からの移
行

耐水性の容器包装等（ソーセージ用ケーシングなど）の原料であるエピ
クロルヒドリンが加水分解されて、3-MCPDが生成する

図１　酸－HVPの商業的製造工程（3-MCPD低減法）
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るとされている。また、精製植物油、水素添加
植物油を使用した食品の製造工程で3-MCPDの
エステルが生成し、これがリパーゼによって加
水分解されて生成することも報告されている２）。

６．日本アミノ酸液工業会によるクロロプロパ

ノール類の低減への取り組み

アミノ酸液は、脱脂大豆などのたん白質を塩
酸で加水分解して製造するもので、　日本では、
100年以上の歴史を有し、広く食品に利用され
ている。ＣＰ問題が発生すると、いち早く低減
製造法の検討を行い、工業的低減法を確立して
いる３）。これは、分解工程の精密な管理により、
ＣＰの生成量を極力少なくすると共に、アルカ
リ処理によって生成したＣＰを分解する方法で
ある。この方法によれば、条件によって異なる
が3-MCPDの生成量が従来法の1/100 ～ 1/1000
に低減することができる。その他の酸分解調
味料の製造においても本低減法が採用されてい
る。

このアルカリ処理による低減法は、2008年7
月のCodex第31回総会で、「酸・ＨＶＰ製造工
程におけるＣＰ類の低減に関しての行動規範」
として採択されている。これは、Codex規格の
ＣＡＣ/ＲＣＰ６４－２００８に図１のように
示されている５）。

７．ＨＶＰに関連する調味料の業界の動向

先述のように、アルカリ処理法の導入による
ＣＰの低減法が確立されたアミノ酸液、ＨＶＰ
は、呈味性の強さにも特徴があり、加工食品に
広く利用されている。これらに加えて、ＣＰを
もともと含まない酵母エキスは、各種の新製品
が開発されており、欧米をはじめ日本でも使用
量が増大してきている。その他、魚醤、酵素分
解調味料や発酵分解調味料も開発され利用され
ている。これらの調味料の概要について表8に
まとめた４、６）。

また、日本のJAS規格７）食品の調味料として
HVPや酵母エキスが使用されている。乾燥ス
ープとマヨネーズを含むドレッシングのＪＡＳ
規格における食品添加物以外の調味料として
は、現在、たん白加水分解物（HVPなど）が
認められている。風味調味料においては、たん
ぱく加水分解物に加えて酵母エキスが認められ
ている。これらの調味料は、食品にうま味、コ
ク味を中心においしさを付与し食品の嗜好性を
向上する優れた効果を発揮する。また、酵母エ
キスは、表８に示したように内外の開発動向か
ら判断して、今後とも用途が拡大するものと予
想される。このような酵母エキスのJAS規格食
品の調味料としての指定が望ましいと考える。

表８　HVPに関連する調味料の概要（生産量はt/2009年（国内））

調味料名 生産量 風味の特徴 　　利用・開発動向

HVP 19,000 うま味、塩味、こく味 こく味型開発、各種食品に広く使用

HAP  8,500 うま味、塩味、甘味 水産系食品に利用、甘味が特徴

アミノ酸液 85,000 うま味、塩味、こく味 液体として古くから各種食品に広く使用

酵母エキス
　　（世界）

15,300
こく味、うま味、香気付与 高核酸系、高グルタミン酸系、香気訴求型製

品開発、使用量増加傾向147,000

酵素分解型 うま味やや弱い、こく味 CP類を含まない、低塩調味料

発酵分解型 こく味、うま味、甘味 醤油用として開発、一般食品にも使用

魚醤油 4,000 うま味、塩味、こく味 東南アジア、日本古来型、麹利用の３タイプ

注）ＨＡＰ：（動物たん白加水分解物）
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おわりに

分析法や安全性の評価法の進展により、一般
の食品や調理・加工によって、ヒトの健康に悪
影響を及ぼすと予想される物質が新しく明らか
にされる場合がある。この中には、長い人間の
歴史で食べ続けてきた食品も例外ではない。一
つ一つ丁寧にリスク分析を行うとともに必要な
ものについては、低減法の開発を行うことが重
要である。同時に、リスク評価の結果を正確に
公表し、消費者の理解度を高めることと、食品
には、ゼロリスクはないことを理解しておくこ
とも重要であろう。
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